
介護保険施設を利用される場合、費用の１割（あるいは２割、３割）を
支払うほかに、居住費、食費、日常生活費の支払いも必要となります。

ただし、所得の低い方や１ヶ月の利用料が高額になった方については、居住費と
食費の負担の軽減措置を市町村に申請することができます。

申請に当たっては、以下の条件を満たすことと書類の提出が必要となります。

～適用条件～
①本人とその同一世帯の方がすべて住民税非課税者であること
　　　※遺族年金と障害年金の収入も判定要件に含みます
　　　※住民税が全額免除の場合は、非課税と同じ扱いになります
②別世帯の配偶者（事実婚も含む）についても住民税非課税者であること
③預貯金の合計額が、利用者負担段階別の一定額を超えていないこと

～申請に必要な書類～
①各市町村指定の申請用紙
②以下の資産額を確認できる書類
　（※申請時に提出しない場合は役所から銀行等へ照会を行います）

適用条件に該当する方は、申請月の１日から適用となります。
介護保険証を申請中の場合は要介護度の認定が出てからの審査となります。

適用条件の①～③を満たない方は適用となりませんが、適用条件の①～③を
満たすようになった時点で申請することができます。

※ 介護保険負担限度額認定証の適用期間は１年間です。継続して軽減を受ける
場合には、各市町村で定められた更新時期に申請を行う必要があります。
更新を行わない場合には、適用期間を超過した時点で居住費と食費を満額
お支払いしていただくことになりますのでご注意ください。

投資信託
銀行、信託会社、証券会社等の口座残高の写
し

介護保険負担限度額認定証について

預貯金等に含まれるもの 確認方法

預貯金（普通・定期）
通帳の写し
（インターネットバンクであれば口座残高ページの写し）

現金 自己申告

金・銀（積立購入を含む）
など、購入先の口座残高
によって時価評価額が容
易に把握できる貴金属

購入先の口座残高の写し
（ウェブサイトの写しも可）

有価証券
（株式・国債・地方債・社債）

証券会社や銀行の口座残高の写し
（ウェブサイトの写しも可）

（ ⇒ 裏面：介護保険負担限度額認定証の見方について）



適用条件に該当し、審査を通過した場合には以下のような書式でご自宅に
認定証が郵送されます。
（※：書式の細部は各市町村で異なります）

～負担限度額認定証の段階とは～
上記の図のうち、食費と居住費の負担限度額が以下の表に該当する
段階を確認してください。
当施設では、居住費については従来型個室（老健）と多床室が該当します。

～有効期限と更新について～
上記の図のうち、円で囲った適用年月日から有効期限までが軽減措置を
受けることができる期間になります。
各市町村によって異なりますが、有効期限日の２ヶ月前ごろからご自宅へ
更新申請の書類が郵送されますのでご注意ください。

＜ショートステイ＞

第３段階（2） １３６０円 １，３１０円 ３７０円

＜入所＞

４９０円 ３７０円
第３段階（1） ６５０円 １，３１０円 ３７０円

介護保険負担限度額認定証の見方について

食費
居住費

従来型個室 多床室

食費
居住費

従来型個室 多床室
第１段階 ３００円 ４９０円 ０円
第２段階 ３９０円

第１段階 ３００円 ４９０円 ０円
第２段階 ６００円 ４９０円 ３７０円
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第３段階（2） １３００円 １，３１０円 ３７０円
第３段階（1） １０００円 １，３１０円 ３７０円
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